
■ 計画生産、21年度は従来通り単年度型

■ 需給に応じた弾力的な仕組み導入

21年度については、計画生産の前提となる生乳の需

給見通しが難しいことや、先送りされたＷＴＯ農業交

渉の行方、国が今年から酪肉近代化基本方針の見直し

作業に入ることなどを勘案した結果、従来通りの単年

度の計画生産対策を実施することになった。

計画生産の基本的な考え（基本方針）としては、生

乳の需要に見合った安定供給をすることを基本にして

いる。その上で、全国ベースの計画生産目標数量は、

酪農生産基盤の維持と国産生乳の安定供給を図る観点

から地域の生産力の実態を踏まえつつ、「生乳生産の

回復・拡大を図るよう設定する」としている。また、

個別酪農経営レベル（酪農家段階）への計画生産数量

の配分については、「20年度の生乳出荷実績数量以上

の計画生産目標数量を配分する」とし、個々の酪農家

段階では、前年度（20年度）以上の生乳生産ができる

ことになった。

さらに、国内の生乳生産と需要のギャップの予測が

難しいことから、生乳が不足した場合はカレントアク

セスなどによる必要最小限の輸入で需給調整する一

方、生乳の生産過剰や需要の減少で需給が緩和した場

合、「とも補償対策」など生産者組織による全国協調

的なセーフティーネットの構築に取り組むなど需給状

況に応じた弾力的な需給調整対策の実施を決めた。

このほか、生乳需要の減少を防いで乳価の安定を図

るため、酪農家からのこれまでの拠出金（全用途向け

生乳１㌔当たり４銭、牛乳等向け生乳同15銭の計19銭）

を前提に、全国で連携した国産生乳の需要拡大対策を

推進することや、これらの対策が円滑に推進でき

るように、政府に対して必要な支援策を要請する

ことも決めた。

これらの基本方針を踏まえた、今後の具体的な検討

課題としては、①計画生産目標数量の設定と配分、②

全国協調的なセーフティーネットの仕組み、③酪農経

営基盤の強化・安定対策―の３点となっている。今後、

指定団体、全国連の実務担当者で検討し、２月13日の

本会理事会で、計画生産目標数量の設定や目標数量の

配分方法など具体的な内容を決定する。

■ 値上げによる牛乳消費減に備え

■ 3月中心に緊急消費拡大活動を実施

一方、今年３月からの飲用乳価１㌔10円程度の値上

げに伴い、牛乳の小売価格の値上げが見込まれ、牛乳

の消費減少が心配されるものの、景気後退で消費者の

家庭内食への食料費の支出割合が増加し、安価で栄養

のある牛乳の重要度が高まることが推測されることか

ら、理事会では３月を中心にした緊急的な牛乳消費拡

大活動の実施を決めた。予算総額は４～５億円。

緊急活動は２段階に分けて実施する。第１段階の期

間である昨年12月から今年２月までは、３月からの飲

用乳価の値上げが円滑に実現するように、消費者の酪
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農への理解を促す広報活動を継続強化する。投資マネ

ーが流入して急騰していた国際的な穀物相場や原油価

格は、昨秋以降の米国のサブ・プライムローン問題に

よる世界的な経済危機の影響で急落している。このた

め、輸入穀物を主原料とする配合飼料価格が徐々に下

落することが見込まれる中での乳価の値上げに理解を

求めるために、乳業者、小売流通業者に対して、これ

までの生産コストの増嵩で疲弊した酪農経営や生

乳生産基盤の実態について正確な情報を積極的に

発信していく。

具体的な手法としては、発信する情報が複雑なため、

流通関係紙などの活字媒体をはじめ、テレビやラジオ

番組内でのパブリシティ（広報活動）、ホームページ

上での報道用資料の掲載（トピックス４参照）を活用

した情報発信をする。また、各指定団体は、地域の小

売流通業者への直接的な働きかけや、ローカル局、地

方紙などへのパブリシティを推進する。

■「牛乳に相談だ。」キャンペーン拡充

■「牛乳の日」に全国統一活動も提案

第２段階としては、値上げ直前の２月から６月１日

の「牛乳の日」までの間、「牛乳に相談だ。」キャンペ

ーンの拡充強化を実施する。

「牛乳に相談だ。」は、過去４年間のキャンペーン

で蓄積した高い認知率（若年層85％、母親層90％）を

ベースに、乳業メーカー、食品小売業の販売促進活動

を支援する活動を拡充、強化する。

主な訴求点としては、「家族の栄養を低コストでバ

ランス良く確保できる」という牛乳の機能的な特徴と、

安全で安心な国産生乳100％を原料にした牛乳の安定

供給のために、酪農家が日々努力していることを重点

的に訴求していく。

具体的なキャンペーンの枠組みとしては、テレビ、

ラジオ番組内でのインフォマーシャル（商品情報を５

分程度の比較的長い時間で紹介するコマーシャル）と

パブリシティ、活字媒体などによる牛乳の具体的な価

値などの機能訴求、量販店などの店頭ＰＲ、他の食品

メーカーの商品とのコラボレーション（連携）などで

訴えていく。

キャンペーン期間中に具体的なコラボレーションが

予定されているのは、ミツカン、明治製菓、森永製菓、

などの食品関連企業と主要生協チェーンで、全国１万

5,000店から１万7,000店の店頭でキャンペーン展開す

る予定となっている。

このほか、本会の活動と指定団体が独自に行う消費

拡大活動との連携をはじめ、日本酪農乳業協会や乳業

メーカーに対して、牛乳の販売促進活動や、６月１日

の「牛乳の日」と６月の「牛乳月間」に小売・流通業

と連携した全国統一的な活動を提案し、その実現を図

っていく。

■ ＷＴＯ農業交渉で検討委員会を設置

■ 国内酪農への影響を分析、検討

ＷＴＯ（世界貿易機関）農業交渉は、昨年12月にモ

ダリティ（保護削減の基準）合意に向けた閣僚会合の

開催が先送りされた。しかし、主要国間の溝が埋まり

つつある中で、農業交渉が再び進展する可能性が高く

なっている。このため、モダリティの合意を経て最終

的な農産物貿易自由化の新たなルールが決まった場合

の国内酪農への影響を十分に分析、検討し、必要な国

内対策を措置する必要がある。

本会は農業交渉の行方を注視しながら、交渉に一定

の方向性が見出された場合、理事会の下に「ＷＴＯ対

策検討委員会」（仮称）を設置し、国内酪農への影響

や必要な国内対策などについて検討を開始することを

決めた。委員会の座長は本会専務とし、メンバーには

全国連２人、指定団体３人の委員のほか、必要に応じ

て学識経験者を加えるが、委員の人選は本会会長に一

任している。
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